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原子力損害賠償の進捗状況について

＜原子力損害賠償のご請求・お支払い等実績＞
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＜賠償金のお支払い状況※＞ ※本賠償のお支払開始：H23年10月

【年/月末】

①

②

③

④

政府補償 ： 1,200 億円 (H23.11)

資金交付 ： 30,964 億円 (H23.11～H25.10)

合計 ： 32,164 億円

平成25年11月22日現在

個人
個人（自主的避難
等に係る損害）

法人・個人
事業主など

ご請求について

　　ご請求書受付件数（延べ件数） 約514,000件 約1,297,000件 約220,000件

合意状況について　※1

　　合意いただけた件数（延べ件数） 約467,000件 約193,000件

　　合意いただけた金額 約1兆2,844億円 約1兆4,928億円

本賠償の状況について

　　本賠償の件数（延べ件数） 約443,000件 約1,285,000件 約189,000件

　　本賠償の金額　※2 約1兆1,918億円 約3,526億円 約1兆4,437億円

これまでのお支払い金額について

　　本賠償の金額　※2 約2兆9,881億円 ①

　　仮払補償金 約1,502億円 ②

　　お支払い総額 約3兆1,383億円 ①＋②

※1 自主的避難等に係る損害については、合意書は発送しておりません。

※2 仮払補償金から本賠償に充当された金額は含んでおりません。
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＜請求書類確認所要日数（除く自主的避難）＞

＜支払手続所要日数（除く自主的避難）＞

【個人】

【個人】

目標：3週間

（年/月）

【法人・個人事業主】

目標：3週間

（年/月）

【個人】

目標：1週間

（年/月）

目標：1週間

【法人・個人事業主】

（年/月）

＜原子力損害賠償の体制＞
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補償相談コールセンター
600 人

補償推進ユニット
6,900 人

補償推進ユニット
6,900 人

補償相談センター
（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

補償相談センター
（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

電話での受付・ご説明

請求書等の発送・受領・確認
支払手続き

説明会・相談窓口
個別訪問

請求書等の配付・受付

福島原子力補償相談室 (約1万人の体制 )

平成 25年11 月1日現在福島復興本社

※補償相談センター；福島県内は４箇所（福島市［南相馬事務所を含む］、いわき市、郡山市、

会津若松市）、仙台、柏崎、栃木、群馬、茨城、埼玉、東京、千葉、神奈川、静岡に各１箇所。
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補償相談コールセンター

600 人

補償相談コールセンター
600 人

補償推進ユニット
6,900 人

補償推進ユニット
6,600 人

補償相談センター
（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

補償相談センター
（14カ所） 2,000 人
［内、福島県内は 1,200 人］

電話での受付・ご説明

請求書等の発送・受領・確認
支払手続き

説明会・相談窓口
個別訪問

請求書等の配付・受付

(約1万人の体制 )

※

補償 相談ユニット
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＜未請求対応状況＞

仮払補償金を受けられた方

仮払補償金を受けられて本賠償が未請求の方(7/24現在)

約165,500名

約9,400名

ダイレクトメール（DM）をお送りした方 約9,000名

請求書類をお送りした方 約6,400名

（当社の取り組み）

仮払補償金を受けておられながら本賠償を全く請求されていない方々のうち、約9,000名

を対象に、平成25年7月31日以降、ご請求可能な賠償項目をご案内するダイレクトメール

（ＤＭ）を発送。

⇒ＤＭ発送以降、電話や戸別訪問をとおして連絡がとれた方々に対し、被害の状況を個

 

別にお伺いしたうえで請求書類を送付。

新たに本賠償のご請求を頂いた方(11/15現在) 約2,400名※

※仮払補償金を受けられて本賠償未請求の方は、11/15現在で約7,000名

仮払、本賠償のいずれもご請求をいただけていない方へのご案内方法につきましては、

これまで各自治体さまとご相談させていただきながら検討を進めており、このたび一定の

目途がついたところでございます。

今後、具体的なご案内方法が決まり次第、改めてお知らせいたしますとともに、その後

の対応状況につきましても定期的にご報告させていただきます。

当社としましては、未請求者さまが不利益を受けることがないよう、引き続きしっかり

と取り組んでまいります。
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